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三田商学研究
第59巻第 2号
2016 年 6 月

2016年 5 月25日掲載承認

エジプト企業のイノベーションと生産性の規定要因
─世界銀行企業データの分析より─

＜要　　約＞
　本研究は，人的資本，女性の社会進出，賄賂，輸出，イノベーションという観点から途上国を
対象として行われてきた研究を中心に概観し，仮説を設定した。設定した仮説群を世銀のエジプ
トにおける企業パネルデータを用いて検定した。
　人的資本に関して，従業員の平均教育年数，トップマネジメントの学歴については生産性やイ
ノベーションの発生に対して，一部を除いて有意とならなかった。一方で，トップマネジメント
の業界における経験，従業員への R&D教育の実施はそれぞれ生産性やイノベーションの発生に
寄与していた。このことは，入社前の学歴よりも，入社の後の経験や教育によって，生産性やイ
ノベーションの成果を向上できることを意味する。
　女性の社会進出に関して設定した仮説はすべて棄却された。これは，調査対象がメーカー中心
であり，「フルタイム従業員」に占める女性の割合が7.8％，トップが女性の企業も5.5％と，その
割合が低いためではないかと考えられる。
　賄賂に関しては，「賄賂金額が売上に占める割合（0.6％）」は高くはないが，「政府とのビジネ
スのうち，12％程度の取引で支払われていた」のように行われていた。賄賂には競争よりは，政
治・政策などの不確実性が影響し，さらに賄賂と企業のイノベーションには負の相関があること
が示された。
　 7項目のイノベーションのうち，「新製品20.2％」「新しいマーケティング手法18.0％」は比較
的高いのに対して，「新しいロジスティックス8.6％」などは低くなっていた。これらを確認的因
子分析することによって，「製品 &製造プロセス・イノベーション」「ビジネス &マーケティン
グ・イノベーション」の 2つの因子を抽出できた。これらイノベーションの発生に関しては，
R&D活動，情報化などの促進要因とあわせて，世銀データの特徴である，経営環境の不確実性，
資源の制約など阻害要因についても仮説を設定した。これらは負の相関を想定したが，「外部資
金へのアクセスの困難さ」「（政治・規制などの）不確実性因子」「停電の割合」は，それとは逆
に正で有意となった。これは，外部資金を調達したり，不確実性に直面したときにより能動的に
働きかける企業ほど，イノベーションや生産性を高くできるためではないかと考えられる。
　先進国の場合，イノベーティブな製品を輸出するというパスが重視されるが，途上国の場合は，
これとは逆に，輸出するために輸出先の水準に製品を改良するという逆の視点が提供されていた。
実証結果も，このことを支持した。

資　　料

王　　　皓　 　　廖　　　舒　忻

丁　　　建　平　　濱　岡　　　豊
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1 　はじめに

　いわゆる発展途上国については，いかに経済発
展を促進するかという観点から当該国や支援を 

行う政府の役割が重視されてきた。これに対し 

て，Prahalad（2004）は，多国籍企業や NGOが，
BoP（Bottom/Base of Pyramid）市場において成
果を挙げていること，さらにそれを通じて，貧困
などの問題解決に貢献できることを豊富な事例と
ともに紹介した。筆者らはこれに関して，関連研
究のサーベイを行い，セネガルにおけるモバイル
通信データの分析を行った（Chiu et al. 2014; 赤
松ら 2015; 濱岡ら 2015）。
　このように途上国の発展は重要な課題である。
世界銀行は，実情を把握し，政策を策定するため
に，途上国の企業に対して調査を行っている。こ
のデータは研究者向けに「世界銀行企業調査デー
タ（World Bank Enterprise Survey，以下，世銀
データと呼ぶ）」として個票データも公開されて
いる。この調査では人的資本やイノベーションと
いった先進国でも重視されている変数とあわせて，
賄賂，犯罪，電力や水資源の制約といった途上国
特有の変数も測定されている。本研究では，それ
らのうち人的資本，女性の社会資本，政府との関
係・賄賂，輸出，イノベーションに注目して，関
連する研究をサーベイし，仮説を設定する。エジ
プトの世銀データを用いて，イノベーションや生
産性の規定要因を明らかにする。

2　関連研究

　「世界銀行企業（パネル）データ」のホーム
ページ

1 ）
には，データとあわせて，競争，コーポ

レートガバナンスなど，多様な研究が紹介されて
いる。ここでは，それらのうち（ 1）人的資本と
女性の活用，（ 2）政府との関係：賄賂，（ 3）イ

ノベーション，（ 4）輸出とイノベーションに関
する研究をサーベイする。

1）　人的資本と女性の活用
　従業員の教育水準，特に高等教育は，従業員の
生産性と正で有意義な相関があると推測されてい
る。しかし，既存研究（Appleton and Balihuta 1996; 
Kleynhans and Labuschagne 2012; Söderbom and 

Teal 2004）では有意な相関が得られなかった。
一方，南アフリカの16年間のパネルデータを用い
て，産業レベルの生産関数を測定した Burger 

and Teal（2015）では，従業員の教育水準は，生
産性に正の影響を及ぼすことが示された。このよ
うに教育水準と生産性についての研究には一貫し
た結果が得られていない。
　近年，女性の社会進出，さらに女性の積極的な
活用が主張されている。ただし，男女はそれぞれ
異なる性のイメージがあり，社会において異なる
役割を担っている。Chang and Travaglione（2012）
は，女性のイメージは「柔らかい」のに対して，
男性のイメージは「硬い」ので，体力的もしくは
技術的な仕事をする方が多いことを指摘した。彼
らはオーストラリアの小売業を分析し，女性従業
員が約57.3％を占めていることを示した。これに
ついて，「シグナリング理論（Signaling Theory）」
に基づいて，女性従業員のイメージが非意図的な
信号となり，消費者の小売業のサービス知覚に影
響を及ぼしていると説明した。
　発展途上国では，宗教や伝統観念などの要因が，
女性の社会進出を阻害する。Wamboye et al.

（2015）は，1991年から2010年までのアジアおよ
びアフリカの発展途上国の39ヵ国を対象とした世
銀データを用いて，製造業とサービス業における
男女別の社会進出の状況を分析した。その結果，
発展途上国では，男性を起用する傾向が強いこと
が見出された。
　Amin （2010）， Amin and Islam （2014）は世銀
データを用いて分析を行い，発展途上国の経済的
発展と教育水準の高まりというトレンドによって， 1）　http://www.enterprisesurveys.org/research

＜キーワード＞
　世界銀行企業データ，途上国，経済発展，賄賂，生産性
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的な指標の方が，より正確であると指摘している。
世銀データでは，賄賂に関する多くの項目が測定
されており，彼らは，アフリカやラテンアメリカ
における33ヵ国のデータを分析し，アフリカの企
業はラテンアメリカの企業より， 3倍の確率で賄
賂を要求されていることを見出した。また，規制
が強い国や民主主義の水準が低い国ほど，賄賂が
より行われていることを示した。
　Ramalho （2007）はブラジルの大統領弾劾と，
大統領と関わる企業の弾劾後の短期，長期的な株
価パフォーマンスの変化を分析した。大統領の弾
劾直後には，これら企業の株価は大きく低下した
が， 1年後には前の水準に戻った。つまり，弾劾
の影響は長期的には持続しないことを明らかにし
た。
　Francis et al. （2014）は世銀データを用いて，
ラテンアメリカ・カリブ海（LAC）における企業
と政府の相互作用を検討した。彼らの研究による
と，賄賂の水準が低い場合，企業はより大きな所
得が得られることを明らかにした。
　Ayyagari et al. （2014）は，発展途上国における
イノベーションと賄賂の関係を探求するため，
57ヵ国における25,000社の調査結果を分析した。
そして，革新的な企業は，革新していない企業よ
りも政府の役人に賄賂を多く払っていることを明
らかにした。ただし，賄賂を払った革新企業は，
他の企業よりも良いサービスや税金減免といった
便宜を図られているわけではなかった。このこと
から，賄賂を払った革新的な企業は，加害者とい
うよりも被害者だとしている。発展途上国では，
革新的な企業は，賄賂を得ようとする政府の役人
に狙われやすいのである。

3）　イノベーション
　Schumpeter （1926）は経済発展の根本に新結合
（neuer Kombinationen）があるとし，「新しい財
貨の生産」「新しい生産方法」「新しい販路」「新
しい原料供給源」「新しい組織」の 5種類を呈示
した。そして，これを遂行するには資本を利用す
るための「信用」と，実際にそれを遂行する「企
業家」の重要性を指摘した。その後，イノベー
ションに関しては，国，企業など様々な視点から
研究が行われてきた。それらすべてを網羅するこ

企業においても女性マネジャーが増えてきたこと
を見出した。ただし，女性がマネジャー職を務め
る企業の多くは小規模な企業であることも明らか
にした。
　これらは女性マネジャーの割合を調査したもの
だが，女性マネジャーが企業のパフォーマンスに
どのような影響を与えるかも重要な視点である。
先進国についてであるが，Rose （2007）はデン
マークを対象として，トービンの qによって分
析を行った。その結果，女性マネジャーの割合は
企業のパフォーマンスに有意な影響を及ぼさない
ことが示されている。
　このように，女性の活用や社会進出についての
分析は多いが，企業のパフォーマンスに影響を与
えるか否かについての実証研究は極めて少ない。

2）　政府との関係：賄賂
　賄賂（corruption）は，国の経済の健全な発展
に巨大なコストをかけることがある。賄賂が企業
に対して，どのような影響を及ぼしているのかを
理解し，検討することは重要な研究領域である。
企業が激しい競争の下で勝ち抜くために，相手企
業や政府の役人に賄賂を支払うことは発展途上国
でよく見られることであり，むしろ国のビジネス
文化の 1つとして考えられることもある。しかし，
賄賂は国の経済発展に全般的な悪影響をもたらす
と考えられる。政府は公的部門であり，私企業や
産業の健全な発展に大きな影響力を持っている。
このような政府への賄賂が企業のパフォーマンス
や生産性にどんな影響をもたらしているのかは非
常に重要な研究課題である。しかし，企業のマネ
ジャーは，このような情報を提供したがらないこ
ともあり，賄賂に関する研究は非常に少ない。
　これまでの賄賂についての研究は，マネジャー
による「知覚」データを用いたものが多い

2 ）
。

González et al. （2014）は，知覚ベースの測定は理
想的な尺度ではなく，賄賂の発生率といった客観

 2）　例えば Transparency International は毎年，
アンケート調査などを行い先進国，途上国を含
む各国の corruption indexを算出，公開してい
る。

 　　http://www.transparency.org
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る所有は正，金融機関については負で有意となる
傾向（3/10）があった。一方，従業員による所
有は有意とはならなかった。
　競争に関しては，競争相手の数は10項目中 1つ
のみに負（1/10），具体的な競争相手については，
国有企業は有意ではなく，海外企業との競争
（7/10），売上に占める国内販売の割合（4/10），
自社の技術の優位性は正で有意（9/10）となっ
た。人的資本については，トップマネジャーの経
験の長さは有意とはならなかったが（0/10），経
験の長さを 3分割したダミー変数のうち，中程度
の経験は 6項目，高経験は 1項目についてのみ正
で有意であった。これに対して12年以上の教育を
受けた者の割合（8/10），トップマネジャーの最
高学歴（9/10）は正で有意であった。これらは，
業界での経験よりも，教育歴の方が影響が強いこ
とを示唆している。この結果は意外ではあるが，
米国のブランドマネジャーの創造性を分析した
Andrews and Smith （1996）でも，業界での経験
や課業環境についての知識は有意ではなく，マク
ロ環境についての知識は正で有意となった。業界
での経験や知識はマネジャーならば当然もってい
るべきものであり，それ以外の要因が作用するも
のと考えられる。
　この研究は，世銀データを用いて，上述のよう
な多様な要因が「イノベーション活動」に影響を
与えることを示してはいるが，以下のような問題
がある。まず，理論面について，検討が不十分で
あり，このため10種類のイノベーション間での分
析結果を併記しているだけであり，それらの差異
を比較しておらず，体系的な知見が得られていな
い。さらに，47ヵ国のデータを用いているが国に
ついてはコントロール変数として導入しているの
みであり，国による差異はまったく考察されてい
ない。さらに，新製品については開発や導入に成
功しても，市場で成功するか否かは不確実である
（Cooper 1979; Mishra et al. 1996; 郷，濱岡  
2015a, b; 藤本，安本 2000）。市場に導入した後の
成果についても分析すべきである。
　・企業の規模
　企業の規模とイノベーションに関して，
Schumpeter （1942）は小企業の重要性を指摘した
が，その後の実証結果には様々な結論がある

とは不可能であるため，ここでは，世銀データを
用いたもののうち，イノベーションをいかにして
発生させるかに注目した研究を中心に紹介する。
　・途上国におけるイノベーション
　Crane （1977）は，途上国における技術革新
（technological innovation）についての研究をレ
ビューした。途上国であるため，民間よりも国に
よる研究が重要であることを指摘している。Kre-

mer （1993）は，途上国の発展は多様な要因に
よって影響されており，そのどれか 1つでも欠け
ると成功しないという O-ring theoryを提案した。
Ayyagari et al. （2011）は，この理論に基づいて，
世界銀行の2006年時点での47ヵ国19,000社の企業
データ

3 ）
を用いて，イノベーション活動と，それに

関係する多様な要因について分析した。イノベー
ション活動については，途上国においては技術的
に最先端であることは困難であり，模倣なども経
済発展にとって重要である（Grossman and Help-

man 1994）。よって，世界銀行で調査されている
「新しい製品ライン」「既存製品のアップグレー
ド」「新技術」「新工場の開設」「海外企業との新
しいジョイントベンチャー」「ライセンス合意」
「主要な活動のアウトソーシング」の10項目を従
属変数とした。
　まず，コントロール変数として，産業ダミー，
国ダミーの他，企業の規模（10/1

4 ）
0），拠点数

（4/10），法人化されていること（9/10），生産能
力の利用割合（capacity utilization） （5/10）は概
ね正，企業の創業年数（7/10）は負で有意な関
係があることを示した。
　ファイナンスに関しては，外部からの資金調達
の割合（6/10），銀行からの調達割合（5/10），
外貨での借り入れ割合（9/10）が概ね正で有意
な関係があり，外部資金へのアクセスが重要であ
ることを示した。ガバナンスに関しては，国有
（8/10），国内からの出資割合が負（3/10），所有
者については細分化し，個人（5/10），家族
（6/10），経営者（8/10），国内企業（5/10）によ

 3）　調査は2002‒2004年に行われた。
 4）　10/10は10のイノベーション中10個で有意な
関係があったことを意味する。以下同様に表示
する。



エジプト企業のイノベーションと生産性の規定要因 55

していることを指摘している。世銀データでは大
学や研究機関との協調についての項目は設定され
ていないため，NISの観点からの分析はできない
が，参考になる観点である。
　イノベーションについて，途上国は技術的には
最前線に位置づけられているのではなく，先進国
からの技術移転，技術的なキャッチアップが重視
されてきた。しかし，最近は，途上国で導入され
た例えば耐久性が高く，必要な機能を限定した製
品などを先進国に導入するという「逆イノベー
ション（reverse innovation） （von Zedtwitz et al.  
2015; Winter and Govindarajan 2015）」という視
点も重視されている。
　・連立方程式体系による分析
　前述のように複数のイノベーションを OLSで
別々に推定することには問題がある。このため，
Crepon et al. （1998）は，R&Dするか否かの規定
要因を考慮し，さらに R&Dがイノベーションの
発生を規定し，イノベーションが生産性を規定す
るという 4本の方程式を同時推定することを提案
し，フランス企業のデータにこれを適用した。
　Chudnovsky et al. （2006）は，世銀データでは
なく，アルゼンチンで行われた企業パネルデータ
を用いて同様の分析を行った

6 ）
。R&Dを行うか／

行わないか，行う場合にいくら支出するか，実現
したイノベーションのタイプ（製品イノベーショ
ン，プロセスイノベーション，これら両方），生
産性（売上／従業員数の対数）を従属変数とし，
企業の規模（従業員数）は，R&D実行には正，
R&D支出には負，製品イノベーション，プロセ
スイノベーションの発生には正の相関があること
を示した。さらに，製品イノベーション，プロセ
スイノベーションともに生産性に対して正で有意
な関係があることも示した。ただし，この研究で
は連立方程式ではなく， 5つの方程式を別々に推
定したという問題がある。

4）　輸出とイノベーション
　発展途上国，特に新興国が輸出によって利益を
得るには，製品の品質やサービスをグローバル標

（Tidd and Bessant 2009）。Troilo （2014）は，世
銀データのうちラオスのデータを用いて，企業の
規模とイノベーションの採用，イノベーションと
売上の関係を分析した。イノベーションについて
は世銀で調査されている「新技術」「新製品」「新
プロセス」「新サービス」を従属変数とした。大
企業ダミーは 4つのイノベーションに対して正で
有意であった（4/4）

5 ）
。また，大企業とのパート

ナーシップも正で有意な傾向があった（2/4）。
途上国では規模が大きく資源に恵まれている方が
有利となるのであろう。ただし，企業の年齢は負
で有意な傾向があった（2/4）。前項で，イノ
ベーションと輸出の関係を紹介したが，輸出ダ
ミーの係数はいずれも負であり，うち新技術につ
いては有意であった（1/4）。
　この他，女性がオーナーか，トップマネジャー
の従業経験および教育歴，従業員の教育も説明変
数とされたがいずれも，有意とはならなかった。
さらに， 4つのイノベーションとこれらの変数に
よって売上を説明したが，新技術のみが正で有意
であった。この研究は，これらを単一方程式の最
小二乗法（OLS）で別々に分析しているが，同時
推定すべきであろう。
　・National Innovation System
　Nelson（1993）は，イノベーションは特定の
企業や産業セクターによって決定されるのではな
く，民間企業，政府，大学によって構成される
National Innovation System （NIS）が影響すると
いう視点を指摘した。Intarakumnerd et al. （2002）
は，タイについて，この視点から分析し，民間企
業，政府，大学間の連携が弱いことを指摘してい
る。同様に，McMahon and Thorsteinsdóttir （2013）
はブラジル，中国，インドにおける regenerative 

medicineの開発について，NISの観点から事例
研究を行った。途上国は先進国でのイノベーショ
ンをリバースエンジニアリングすることによっ 

て知識を吸収，発展すると考えられているが，
regenerative medicineのように先進国にとっても
新しい分野の場合には，それが困難となる。彼ら
は，民間企業が先進国と比べて未発達であるため，
病院のようなユーザーや大学が重要な役割を果た

 5）　以下4/4のように表記する。
 6）　1992年から2001年，718社を対象としたパネ
ルデータ。
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女性の活用，イノベーションなどは途上国におけ
る研究自体が少なく，また使用しているデータや
分析単位が異なることなどから研究によって結果
が異なっている。
　研究の多くは，例えば，「売上＝β1プロダクト
イノベーション＋β2その他の変数」のように，
単一の方程式によって成果変数と説明変数との関
連を分析している。そもそも，プロダクトイノ
ベーションをどのようにして発生させるべきなの
かも明らかにすべきであろう。この観点からは，
必要な仮説を設定した上で，連立方程式体系で推
定することが望ましい。以下の節では，この観点
から仮説を設定する。

3　仮説

0）　仮説の枠組
　本研究の理論的枠組を示す。ここまでにレ
ビューした研究は，成果変数を従属変数とした単
一方程式で分析していたが，本研究で注目する変
数群は互いに影響していると考えられる。また，
イノベーションについては，測定される変数の背
後に，共通する因子が存在すると考えられる。こ
のため，構造方程式モデル（Jöreskog et al. 1982; 
Byrne 2001; 豊田編著 2014）によって推定を行
う。
　注目する変数群は，環境要因，組織要因，行動
要因（R&D活動，賄賂，輸出），資源要因，成果
に大別できる。それらが図のように関係している
と想定する。以下では，（ 1）人的資本と女性，
（ 2）政府との関係，賄賂，（ 3）イノベーション，
（ 4）輸出とイノベーションに関して仮説を設定
する。

1）　人的資本と女性の進出
　・事前の教育
　Burger and Teal（2015）は従業員の教育水準と
生産性には正の相関があるという結果を得ている。
これを参照して，マネジャーと従業員に分けて以
下の仮説を設定する。

　Hhc, m1: マネジャーの教育水準と生産性には正の
相関がある。

準までに上げる必要がある。ここまでは，企業の
R&Dによってイノベーションが発生するという
「技術・プッシュ」の観点からの研究を紹介した
が，製品やサービスに対する輸出先の要求，つま
り「ニーズ・プル」によって，新製品やイノベー
ションの創出に影響を与えていることも考えられ
る。
　Alvarez and Robertson（2004）はチリとメキシ
コのパネルデータを用い，企業の輸出とイノベー
ションの関係を分析した。イノベーションのため
の投資や成果について，「研究開発（R&D）のた
めの研究」「プロダクト・デザイン」「新しい生産
プロセス」「パッケージにおけるイノベーション」
「組織管理におけるイノベーション」「製品におけ
るイノベーション」という 6つのタイプに分けた。
　チリ企業については，輸出量と「新しい生産プ
ロセス」「研究開発（R&D）のための研究所」
「パッケージにおけるイノベーション」「組織管理
におけるイノベーション」「製品におけるイノ
ベーション」には正の相関があった。一方，メキ
シコについては，「プロダクト・デザイン」「新し
い生産プロセス」「研究開発（R&D）のための研
究所」「製品におけるイノベーション」「組織管理
におけるイノベーション」と正の相関があった。
このように同じ地域の途上国でも差異があること
が示された。
　これらの研究は「製品」の輸出とイノベーショ
ンに着目してきたが，Zahler et al. （2014）は
「サービス」について分析した。さらに，輸出だ
けではなく，輸入とイノベーションの関係を探究
する研究もある。Şeker （2011, 2012）は輸出がイ
ノベーションを促進するだけでなく，輸入も企業
のイノベーションを促進する可能性を指摘した。
彼は43の発展途上国の企業を「輸出入ともにして
いる企業」「輸出だけの企業」「輸入だけの企業」
「国内事業のみの企業」という 4種類に分類した。
4種類の企業のイノベーション成果を比較した結
果，「輸出輸入ともにしている企業」「輸出だけの
企業」の順にイノベーションの成果が高いことを
明らかにした。

5）これらからの知見と課題
　それぞれの部分で知見は述べたが，人的資本や
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という結果を見出した。これに基づいて，下記の
仮説を設定する。

　Hhc, m4: トップマネジャーの女性の割合と生産性
には正の相関がある。

　Hhc, e4: 従業員の女性の割合と生産性には正の相
関がある。

　さらに，男性だけでなく女性が存在することに
よって，異なる知識の結合を促進できる他，異な
る視点から市場や組織をみることによって，イノ
ベーションを促進する可能性がある。これらから，
以下の仮説を設定する。

　Hhc, m5: トップマネジャーの女性の割合とイノ
ベーションの発生には正の相関がある。

　Hhc, e5: 従業員の女性の割合とイノベーションの
発生には正の相関がある。

2）　政府との関係 :賄賂
　賄賂に関しては，政治・規制の不確実性，業界
の競争という 2つの環境要因についての仮説を提
示する。先行研究では，発展途上国における過度
の規制は賄賂を孕む温床だと見なされてきた。ま
た，González et al. （2014）の研究によると，発展
途上国における政治体制の不確実性・民主主義の
弱さが賄賂を誘発する 1つの原因であることが示
されている。よって，次の仮説を設定する。

　Hhc, e1: 従業員の教育水準と生産性には正の相関
がある。

　さらに，人的資本は生産性にダイレクトな影響
を与える他，イノベーションの発生に影響を及ぼ
すと考えられるので，以下の仮説を設定する。

　Hhc, m2: マネジャーの教育水準とイノベーション
の発生には正の相関がある。

　Hhc, e2: 従業員の教育水準とイノベーションの発
生には正の相関がある。

　・事後の教育，経験
　ここまでは入社前の教育歴に注目したが，就労
後の経験，教育によって人的資本を向上させるこ
とによって，イノベーションを促進できると考え
られる。ここでは，世銀調査で測定されている
「マネジャーの業界経験」と「従業員への R&D

教育」に関して以下の仮説を設定する。

　Hhc, m3: マネジャーの業界経験とイノベーション
の発生には正の相関がある。

　Hhc, e3: 従業員への R&D教育とイノベーション
の発生には正の相関がある。

　・女性の進出
　Chang and Travaglione （2012）はオーストラリ
アの小売業を対象として，信号理論（Signaling 

Teory）の視点から，研究を行い，女性従業員は
消費者の小売業のサービスの質への評価を高める

図　仮説の枠組
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　・R&D 活動とイノベーション
　先行研究ではイノベーションの成果については
注目されていたが，そもそも R&Dを行うか否か
については，考慮されていなかった。このデータ
では，R&D活動も測定されているので，自明で
はあるが，R&Dによって企業の能力が高まり，
イノベーションの成果も高まるという（Cohen 

and Levinthal 1990）仮説を設定する。

　Hi2:  R&D活動とイノベーションの成果には正
の相関がある。

　・イノベーションのための必要資源
　Schumpeter （1926）はイノベーションの遂行の
ためには資本を利用するための信用が必要である
とした。これを受けて，Ayyagari et al. （2011）で
は，外部や銀行からの資金調達の割合がイノベー
ションと正の相関があることが示されている。後
述するように，このデータは経営の課題として
「外部資金へのアクセスの困難さ」が測定されて
いる。このことから，以下の仮説を設定する。

　Hi3:  外部資金へのアクセスの困難さとイノベー
ションの発生には負の相関がある。

　Schumpeter（1926）の新結合（neuer Kombi-

nationen）という言葉が示すように，イノベー
ションは異なる知識を組み合わせることによって
生じる場合が多い。Allen（1977）以降，組織内
での情報の流れがイノベーションやパフォーマン
スに重要な役割を果たしていることが示されてき
た。このことから，次の仮説を設定する。

　Hi4:  組織内での情報化とイノベーションの発生
には正の相関がある。

　・イノベーションと企業の規模・年齢
　企業の規模とイノベーションに関して，
Schumpeter （1942）は小企業の重要性を指摘した
が，その後の実証結果には様々な結論がある
（Tidd and Bessant 2009）。企業の規模が大きくな
れば，利用可能な資源が増加し，イノベーション
を促進するという見方と，規模が大きくなること
によって意思決定が遅くなるというものである。
同様に，企業の年齢についても，古い企業の方が
知識が蓄積されていると考えられる一方で，意思

　Hcp1:  政治・規制の不確実性と賄賂には正の相
関がある。

　競争が激しい業界では，賄賂によって競争を軽
減し，独占的な利益を得るインセンティブが働き
やすいと考えられる。よって，次の仮説を設定す
る。

　Hcp2:  競争の水準と賄賂には正の相関がある。

　Francis et al. （2014），Ayyagari et al. （2014）で
は，賄賂が企業の競争優位を維持するための 1つ
の手段として見なされている。賄賂を払った企業
は他の企業よりも有利になると考えられることか
ら，次の仮説を設定する。

　Hcp3:  賄賂の水準と生産性には正の相関がある。

　さらに，Ayyagari et al. （2014）は，革新的な企
業の方が賄賂を多く払っていることを示した。彼
らの分析と本研究では，説明変数と被説明変数を
逆にして，以下の仮説を設定する。

　Hcp4:  賄賂の水準とイノベーションの発生には
正の相関がある。

3）　イノベーション
　・イノベーションのタイプ
　Schumpeter （1926）以降，イノベーションの分
類が行われ，例えば，製品イノベーション，プロ
セスイノベーションなど個別に分析が行われてい
た（Alvarez and Robertson 2004; Chudnovsky et 

al. 2006; Ayyagari et al. 2011）。世銀データでは
7項目のイノベーションの成果変数が測定されて
いるが，これらは独立ではなく，例えば「ロジス
ティックにおけるイノベーション」と「マーケ
ティング手法におけるイノベーション」は，これ
らと「製品におけるイノベーション」よりも相関
が高いと考えられる。このように複数のタイプの
イノベーションはグループ化することができると
考えられる。このことを，以下の仮説として設定
する。

　Hi1:  イノベーションはいくつかのグループに大
別できる。
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では，サービスについて，この結果が支持されて
いる。これらを参考として，下記の仮説を設定す
る。

　Hexp1:  輸出とイノベーションの発生には正の相
関がある。

　高い技術力が問われるマーケットへの輸出は，
イノベーションのみならず，生産性も改善すると
考えられる。このことから，下記の仮説を設定す
る。

　Hexp2:  輸出と生産性には正の相関がある。

4　データ

　世界銀行は135ヵ国，130,000社の企業データを
研究者に公開している

7 ）
。今後，他の国についても

分析する予定であるが，本研究では，途上国でイ
スラム文化を背景とし，一定の規模に達している
エジプトのデータを用いて分析を行うこととする。
エジプトのデータは2007年と2013年の 2時点から
なるパネルデータとして公開されているが，イノ
ベーションや女性に関する項目は2013年しか測定
されていない。よって，以下では2013年のクロス
セクション・データでの分析となる。
　2013年の回答企業数は2,897社である。調査項
目によっては欠損値があるが，ランダムに欠損し
ていると考えられたので，連続量の場合には平均
値，カテゴリカルな変数の場合には最頻値で置換
した。以下では，本研究で用いる変数を中心に記
述統計を概観しておく（表 1）。
　・環境要因
　競争に関しては「競争の範囲（地域的，国内全
体，海外も含む）」「国内での競争相手の数」が測
定されている。前者について，海外も含むと回答
したのは7.7％にすぎない。一方で競争相手につ
いては，平均39.9社と回答されており，競争相手
が多いことがわかる。
　・資源要因
　「経営上の障害」については， 0～ 4 の 5 段階
尺度で回答させており，その平均値を示した。

決定が遅くなる可能性もある。このように正負の
方向については不明であるため，「企業の規模」
「企業の年齢」とイノベーションの発生について
は，方向を規定せず，以下の仮説を設定する。

　Hi5:  企業の規模とイノベーションの発生には相
関がある。

　Hi6:  企業の年齢とイノベーションの発生には相
関がある。

　・イノベーションの阻害要因
　ここまではイノベーションを促進する要因に注
目したが，途上国の場合，人的資本や物理的資源
の不足以外にも各種の資源が不足し，イノベー
ションの発生を阻害すると考えられる。世銀デー
タでは，経営上の障害として政策・規制・政治の
不確実性，資源の制約として停電・断水などにつ
いて質問している。これらは，イノベーションの
発生を阻害すると考えられる。このことを以下の
仮説として設定する。

　Hi7:  経営環境（政策・規制・政治）の不確実性
とイノベーションの発生には負の相関があ
る。

　Hi8:  資源の制約とイノベーションの発生には負
の相関がある。

　・イノベーションと生産性
　イノベーションと生産性は，共に成果変数とし
て扱うことも可能であるが，イノベーションを特
に製品に関するイノベーション，プロセスに関す
るイノベーションに大別すると，特に後者にはプ
ロセスを改善させコスト低下などを通じて生産性
を向上させることが期待される。このことを下記
の仮説として設定する。

　Hi9:  イノベーションの発生と生産性には正の相
関がある。

4）　輸出とイノベーション
　輸出するためには，製品の品質を輸出先国の品
質水準に合わせる必要があり，そのためには技術
面での投資が必要となる。この投資が，イノベー
ションも促進すると考えられる。Alvarez and 

Robertson （2004）では製品，Zahler et al. （2014）
 7）　http://www.enterprisesurveys.org/About-Us
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境
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競争
競争の範囲　　地域的 40.6％
　　　　　　　国内全体 51.7％
　　　　　　　海外も含む  7.7％
国内での競争相手の数 0   39.9  50.0    50.0 　　　50.0  39.9  17.3

資
源
要
因

経営上の障害（ 0～ 4の 5段階尺度）
外部資金へのアクセスの困難さ 0  0  2   3      4   1.6   1.4
許可取得の不確実性 0  0  0   2      4   1.0   1.3
政治的不確実性 0  3  3   4      4   3.1   1.1
賄賂 0  1  3   4      4   2.4   1.5
規制政策の不確実性 0  0  0   2      4   0.9   1.2

資源の制約
停電経験割合 79.6％
断水経験割合  7.5％
犯罪被害 10.0％

情報化
電子メールの利用 53.2％
自社ホームページあり 45.4％
携帯電話の利用 79.2％

内
部
要
因

人的資本
従業員
フルタイム常時雇用（人） 1 10 23  75  21,000 128.5 582.8
　平均教育年数（年） 0  0  2  12     36   5.3   5.6
フルタイム常時雇用のうち生産部門従事（人） 0  0  8  30  19,000  74.8 454.0
　うち30歳以下の割合 0.0％ 0.0％ 0.0％ 42％ 100.0％ 22.5％ 29％
フルタイム常時雇用のうち非生産部門従事
（人） 0  0  2  10   2,500  22.7 108.7

　うち30歳以下の割合 0.0％ 0.0％ 0.0％ 19％ 100.0％ 11.7％ 22％
フルタイム一時雇用（人） 0  0  0   0   1,000   6.3  35.8
フルタイム（常時＋一時）に占める女性の
割合 0.0％ 0.0％ 0.0％ 6.0％ 100.0％  7.8％ 17.0％

トップマネジメント
最終学歴　　初等教育  1.5％
　　　　　　中等教育  1.9％
　　　　　　高等教育 15.1％
　　　　　　大卒以上 79.8％
業界経験年数（年） 1 11 20  30     60 20.9  11.7
トップが女性  5.5％

物理的資本（簿価額・万EGP）
機械設備 0  0 30 520 761,000 1,020 14,832
土地など 0  0 70 588 143,600   588  3,731

ガバナンス
所有割合　　　　　国内企業等 0.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 92.3％ 24.2％
　　　　　　　　　海外企業等 0.0％   0.0％   0.0％   0.0％ 100.0％  6.2％ 22.2％
　　　　　　　　　政府等 0.0％   0.0％   0.0％   0.0％  95.0％  0.7％  6.9％
　　　　　　　　　その他 0.0％   0.0％   0.0％   0.0％ 100.0％  0.6％  6.9％
所有者に女性を含む 14.7％
所有者と経営者が分離している 24.5％

表 1　単純集計
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行
動
要
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R&D
支出した企業の割合  6.5％
R&Dに関する従業員教育実施割合 13.1％

賄賂
税金などの監査の際に支払った  9.6％
政府とのビジネスのうち，どれくらいの割合の
取引で支払ったか 0.0％  0.0％  0.0％  0.0％  0.0％ 11.5％ 1.3％

贈賄金額が売上に占める割合 0.0％  0.0％  0.0％  0.0％  1.0％  0.6％ 3.6％
輸入許可を得る際に支払った  0.3％
操業許可を得る際に支払った  1.6％

輸出
売上に占める割合　　国内販売 1.0％ 59.0％ 59.0％ 59.0％ 59.0％ 53.3％ 13.8％
　　　　　　　　　　直接輸出 1.0％  4.0％  4.0％  4.0％ 31.0％  4.8％  3.5％
　　　　　　　　　　間接輸出 1.0％  4.0％  4.0％  4.0％ 55.0％  7.5％ 10.5％

成
果

イノベーション
「新製品」 20.2％
「そのうち業界でも新しい新製品」 14.3％
「新しい生産プロセス」 15.8％
「新しいロジスティックス」 8.6％
「新しいビジネスプロセス」 10.3％
「新しい組織」 10.5％
「新しいマーケティング手法」 18.0％

調査年での売上（万EGP）    0   75  350 3,350 500,000 2,967 14,586
生産性

売上／フルタイム常時雇用従業員数    0    4   11    33   3,769    62   175
売上／（フルタイム常時雇用＋同・一時従業員数）    0    4   10    29   2,895    51   130

コ
ン
ト
ロ
ー
ル
変
数

企業の規模（フルタイム常時＋一時従業員数）（人）    1   10   25    81  21,000 134.8     589.0
創業年 1880 1987 1997  2005    2014 1994      14.8
会社の年齢（年）    0    9   17    27     134     19.9      14.8
業種

木材 3.1％
化学 5.2％
建設 4.5％
金属加工 8.1％
食品 9.4％
家具 4.8％
衣服 7.9％
皮革 4.1％
自動車 1.5％
非鉄鉱物 6.7％
ゴム，プラスチック 5.6％
繊維 8.6％
その他製造業 7.2％
運輸通信 5.0％
出版，印刷 3.8％
ホテル 5.1％
レストラン 4.7％
小売 4.4％
卸売 3.4％

注） 値や割合そのものを回答させた項目については最小値や最大値，標準偏差を表示した。有無を選択させたものについて
は，これらを表示していない（ 0もしくは 1になるため）。

表 1　つづき
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と一定の割合で行われていることがわかる。具体
的には，「税金などの監査の際に支払った
（9.6％）」が多く，「操業許可を得る際に支払った
（1.6％）」「輸入許可を得る際に支払った（0.3％）」
などは低くなっている。これは操業許可や輸入許
可を得る企業の割合が低いためであろう。
　「輸出」に関して，「直接輸出」を行う企業は
4.8％よりも，代理店などを通して「間接輸出」
を行っている企業の方が7.5％と多くなっている。
なお，この調査では輸入についての項目は設定さ
れていない。
　・成果
　イノベーションの成果に関しては，「新製品」
「そのうち業界でも新しい新製品」「新しい生産プ
ロセス」「新しいロジスティックス」「新しいビジ
ネスプロセス」「新しい組織」「新しいマーケティ
ング手法」を，過去 3年間に導入したか否かが測
定されている。これらのうち「新製品20.2％」
「新しいマーケティング手法18.0％」は比較的高
いのに対して，「新しいロジスティックス8.6％」
などは低くなっている。
　「売上」「一人あたり売上」については，前述の
従業員や物理的資本と同様，企業間での格差が大
きくなっている。
　・コントロール変数
　「企業の規模（フルタイム常時＋一時従業員数）
（人）」については，平均は134.8名だが，標準偏
差が589.0と企業間での差が大きくなっている。
会社の年齢については，134年の企業もあるが，
平均では19.9年となっている。
　「業種」については，「食品9.4％」「繊維8.6％」
「金属加工8.1％」などの軽工業の割合が高くなっ
ている。「ホテル5.1％」「レストラン4.7％」「小売
4.4％」などの第三次産業も含まれている。

5　分析

1）　分析方法
　図に示した関係があると考えられるため，Cre-

pon et al. （1998）のように，連立方程式で推定す
る。前述のようにイノベーションは複数項目が測
定されているが，これらはいくつかのイノベー
ション発生因子の観測変数と考える。このように

「政治的不確実性（3.1）」「賄賂（2.4）」が高く，
「許可取得（1.0）」「規制政策の不確実性（0.9）」
は低くなっている。
　「資源の制約」については，「停電経験割合
（79.6％）」が 8割に達している。「断水経験割合
（7.5％）」「犯罪被害（10.0％）」も 1割程度が経験
している。
　「情報化」について，ビジネスで「携帯電話」
は79.2％が利用しているが，「ホームページ」を
もっている企業は45.4％と半分程度である。
　・内部要因
　「人的資本」については，「従業員」と「トップ
マネジメント」についての設問がある。「フルタ
イム常時雇用（人）」は平均128.5名であるが，最
小で 1，最大で2.1万人と大きなバラツキがある。
「平均教育年数」は5.3年と短くなっている。「フ
ルタイム一時雇用（人）」は平均6.3人であり，う
ち女性の占める割合は7.8％にすぎない。
　「トップマネジメント」の「最終学歴」は「大
卒以上」が79.8％を占めている。従業員の平均教
育年齢が 5年程度であるのと比べると学歴の格差
は大きい。トップマネジメントの「業界経験年数
（年）」は20.9年と長くなっている。トップが女性
の企業は5.5％と低くなっているが，フルタイム
雇用に占める女性の割合が7.8％であるのと比べ
ると低い値ではない。
　「物理的資源」については，「機械設備」「土地
など」の簿価額（万EGP:エジプト・ポンド）で
測定されている。それぞれ，従業員数と同様，バ
ラツキの大きい分布となっている。
　「ガバナンス」に関して，企業の所有割合は，
「国内企業等」が92.3％と最も高く，「政府等」は
0.7％にすぎない。「所有者に女性を含む」割合は
14.7％，「所有者と経営者が分離している」は
24.5％とそれぞれの割合は高くはない。
　・行動要因
　「R&D」に「支出した企業の割合」は，6.5％，
「R&Dに関する従業員教育実施割合」は13.1％で
あり，これらを行う企業は限られている。
　「賄賂」については，細かく具体的に質問され
ている。「賄賂金額が売上に占める割合（0.6％）」
は高くはないが，「政府とのビジネスのうち，ど
れくらいの割合の取引で支払ったか（11.5％）」
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2 とした場合のモデルの適合度が最良となった。
よって，上述の仮説（Hrd1）は支持された。よっ
て，以下では，イノベーションについては， 2因
子モデルを用いて分析する。
　この他，下記の概念については，複数の項目が
測定されており，相関も比較的高いため因子とし
て設定した。
　「R&D因子」: 「R&Dに支出したか」「R&D

に関する従業員教育を実施し
たか」

　「不確実性因子」: 「許可取得の不確実性」「政治
的不確実性」「規制政策の不
確実性」

　「情報化因子」: 「電子メールの利用」「自社
ホームページあり」「携帯電
話の利用」

　「賄賂因子」: 「政府とのビジネスのうち，
どれくらいの割合の取引で支
払ったか」「賄賂金額が売上
に占める割合」

　これら 4因子とイノベーション 2因子からなる
6因子として確認的因子分析を行ったところ，
CFI＝0.942, RMSEA＝0.038と良好なあてはまり
となった。よって，この因子構造に対して各種の
説明変数を導入して仮説を検定する。

3）分析の結果
　設定した仮説，およびコントロール変数を導入
した構造方程式モデルの推定結果を表 3に示す。
分析には前述のように2013年の2,897サンプルを
用い，モデルの適合度は良好であった（CFI＝
0.797, RMSEA＝0.042）。
　（ 1 ）　人的資本と女性の進出
　・事前の教育
　「企業の売上高生産性」に対して，「企業のトッ
プマネジャーの教育水準の高さ（大卒以上）（β

直接観測できない変数間の関係を分析するには，
構造方程式モデル（共分散構造分析）が適してい
る。
　以下の分析は統計ソフト R（R Development 

Core Team 2016）の構造方程式モデルライブラリ
lavaan （Rosseel 2011）を用いる。なお，前述の
ように，分析に用いる変数は2013年の調査でしか
測定されていないため，クロスセクション・デー
タを用いた分析となる。

2）　確認的因子分析
　 7項目のイノベーションが測定されているが，
これらに関しては以下の仮説を設定した。

　Hrd1:  イノベーションの成果はいくつかのグ
ループに大別できる。

　どのように分かれるかについての仮説は設定し
なかったので，探索的に分析する。 7項目のうち，
「そのうち業界でも新しい新製品」については，
「新製品」との相関が極めて高いため除外した。
6項目について，因子数を2, 3, 4とした探索的因
子分析を行った。 2因子とした場合，「新製品」
「新しい生産プロセス」が因子 1，「新しいロジス
ティックス」「新しいビジネスプロセス」「新しい
組織」「新しいマーケティング手法」が因子 2と
の因子負荷量が高くなった。よって，因子 1は
「製品 &製造に関するイノベーション」，因子 2
は「ビジネス &マーケティング・イノベーショ
ン」と解釈できる。
　因子数を 3とすると，因子 1はそのままであり，
「新しいロジスティックス」のみが因子 2，「新し
いビジネスプロセス」「新しい組織」「新しいマー
ケティング手法」が因子 3の因子負荷量が高く
なった。
　これらの結果に基づいて，因子数を1, 2, 3とし
た確認的因子分析を行った。その結果，因子数を

表 2　イノベーション 7項目の確認的因子分析の結果

1 因子 2因子 3因子
CFI 0.979 0.994 推定不能
RMSEA 0.050 0.027

注）Robust推定の結果
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＝0.66）。また，R&D活動因子は，「製品 &製造
プロセス・イノベーション（β＝1.243, p＝0.00）」
「ビジネス &マーケティング・イノベーション
（β＝0.792, p＝0.01）」とともに正で有意であった。
よって，下記の仮説は支持された。

　（棄却）Hhc, m3: マネジャーの業界経験と「製品
＆製造プロセス・イノベーション」
「ビジネス＆マーケティング・イノ
ベーション」の発生には正の相関があ
る。

　（支持）Hhc, e3: 従業員への R&D教育と「製品
&製造プロセス・イノベーション」
「ビジネス &マーケティング・イノ
ベーション」の発生には正の相関があ
る。

　ここでの結果は，学歴は低くとも R&D投資や，
採用してからの R&D向けのトレーニングによっ
て，イノベーションの発生を促進できることを意
味する。
　・女性の進出
　売上高生産性に対して，「トップが女性ダミー」
は，有意とならなかった（β＝－0.049, p＝0.74）。
また，フルタイム従業員に占める女性の割合は，
負で有意となった（β＝－1.088, p＝0.00）。よっ
て，次の 2つの仮説は棄却された。従業員に関し
て負で有意となったのは，比較的労働集約的な産
業が多いことによるのではないかと考えられる。

　（棄却）Hhc, m4: トップマネジャーの女性の割合
と生産性には正の相関がある。

　（棄却 :負で有意）Hhc, e4: 従業員の女性の割合
と生産性には正の相関があ
る。

　「トップが女性」は，「製品 &製造プロセス・
イノベーション（β＝0.047, p＝0.44）」「ビジネス
&マーケティング・イノベーション（β＝0.075, 
p＝0.29）」に対して，有意とならなかった。また，
「フルタイム従業員に占める女性の割合」も，そ
れぞれに対して有意とならなかった（β＝－0.054, 
p＝0.71および，β＝0.033, p＝0.84）。よって，次
の 2つの仮説は棄却された。

＝0.135, p＝0.59）」「フルタイム従業員の教育水
準（平均教育年数）とも有意とならなかった（β
＝0.022, p＝0.36）」。よって，次の仮説は棄却さ
れた。

　（棄却）Hhc, m1: マネジャーの教育水準と生産性
には正の相関がある。

　（棄却）Hhc, e1: 従業員の教育水準と生産性には
正の相関がある。

　イノベーションについては，「製品 &製造プロ
セス・イノベーション」「ビジネス &マーケティ
ング・イノベーション」を導入したかを測定した。
「トップマネジメント・大卒以上」は「製品 &製
造プロセス・イノベーション」に対しては有意で
はないが（β＝0.004，p＝0.95），「ビジネス&マー
ケティング・イノベーション」に対しては正で有
意となった（β＝0.263，p＝0.00）。よって，下記
の仮説は後者のみ支持された。

　（棄却）Hhc, m2‒1: マネジャーの教育水準と「製
品 &製造プロセス・イノベーション」
の発生には正の相関がある。

　（支持）Hhc, m2‒2: マネジャーの教育水準と「ビ
ジネス &マーケティング・イノベー
ション」の発生には正の相関がある。

　フルタイム従業員の教育水準（平均教育年数）
は「製品 &製造プロセス・イノベーション」に
関しては有意ではなく（β＝－0.005，p＝0.29），
「ビジネス &マーケティング・イノベーション」
に関しては仮説とは逆に負で有意となった（β＝
－0.029，p＝0.00）。よって，下記の仮説はともに
棄却された。

　（棄却）Hhc, e2‒1: 従業員の教育水準と「製品 &

製造プロセス・イノベーション」の発
生には正の相関がある。

　（棄却）Hhc, e2‒2: 従業員の教育水準と「ビジネ
ス &マーケティング・イノベーショ
ン」の発生には正の相関がある。

　・事後の教育，経験
　企業のトップマネジャーの業界経験年数は， 2
つのイノベーション因子に対して有意とならな
かった（β＝0.003， p＝0.11およびβ＝－0.001，p
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　（ 3 ）　イノベーション
　まず，前述のように 2因子「製品 &製造プロ
セス・イノベーション」「ビジネス &マーケティ
ング・イノベーション」が抽出された。つまり，
7種類のイノベーションが 2種類に大別された。
よって下記の仮説は支持された。

　（支持）Hi1: イノベーションはいくつかのグ
ループに大別できる。

　・R&D 活動とイノベーション
　「R&Dに関する支出」から構成される R&D活
動因子は，「製品 &製造プロセス・イノベーショ
ン（β＝1.243, p＝0.00）」「ビジネス&マーケティ
ング・イノベーション（β＝0.792, p＝0.01）」と
ともに正で有意であった。よって，下記の仮説は
支持された。R&Dによって企業の能力が高まり，
イノベーションの成果もたかまるという Cohen 

and Levinthal （1990）仮説が支持されたことにな
る
8 ）
。

　（支持）Hi2: R&D活動とイノベーションの成果
には正の相関がある。

　・イノベーションのための必要資源
　経営上の障害のうち，外部資金へのアクセスの
困難さは 0から 4までのリッカート尺度で測定さ
れている。この変数は「製品 &製造プロセス・
イノベーション（β＝0.113, p＝0.00）」「ビジネス
&マーケティング・イノベーション（β＝0.133, 
p＝0.00）」と，設定した仮説と逆に正で有意で
あった。よって，次の仮説は棄却された。
　これは，外部から資金調達しない企業は，そも
そもアクセスを困難だと評価しないが，イノベー
ションのために外部資金にアクセスする積極的な
企業ほど，その困難さを感じているためではない
かと考えられる。

　（棄却 :正で有意）Hi3: 外部資金へのアクセス
の困難さとイノベーションの発生には
負の相関がある。

　（棄却）Hhc, m5: トップマネジャーの女性の割合
とイノベーションの発生には正の相関
がある。

　（棄却）Hhc, e5: 従業員の女性の割合とイノベー
ションの発生には正の相関がある。

　（ 2 ）　政府との関係 : 賄賂
　経営上の障害として，「（規制政策，許可取得，
政治的）不確実性因子」は賄賂と正で有意な相関
があった（β＝0.497, p＝0.00）。よって，以下の
仮説は支持された。

　（支持）Hcp1: 政治・規制の不確実性と賄賂には
正の相関がある。

　「国内での競争相手の数」と賄賂は有意ではな
く（β＝0.000, p＝0.81），次の仮説は棄却された。

　（棄却）Hcrp2: 競争の水準と賄賂には正の相関
がある。

　賄賂と生産性の係数は負だが，10％水準で有意
とならならず，下記の仮説は棄却された（β＝
1.499, p＝0.12）。政府などに便宜を図ってもらう
ための賄賂だが，生産性の向上には寄与していな
いようである。

　（棄却）Hcp3: 賄賂の水準と生産性には正の相関
がある。

　賄賂と「製品 &製造プロセス・イノベーショ
ン（β＝－0.633, p＝0.00）」，「ビジネス &マーケ
ティング・イノベーション（β＝－1.415, p＝
0.00）」の係数はいずれも負で有意となった。
Ayyagari et al. （2014）は，革新的な企業と革新し
ていない企業を比較して，前者の方が賄賂を多く
払っているが，他の企業よりも便宜を受けている
わけではないことを示した。イノベーションには
資源および，企業家精神も重要となる。ここでの
結果を解釈すれば，賄賂を払ってまで自社を優位
にしたいということは，資源や企業家精神の不足
を表すと解釈できる。

　（棄却 :負で有意）Hcrp4: 賄賂の水準と「製品 &

製造プロセス・イノベーション」「ビ
ジネス &マーケティング・イノベー
ション」の発生には正の相関がある。

 8）　これは，Hhc, e3:従業員への R&D教育と「製
品 &製造プロセス・イノベーション」「ビジネ
ス &マーケティング・イノベーション」の発生
には正の相関がある，と重複した仮説である。
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&製造プロセス・イノベーション（β＝－0.028, 
p＝0.62）」については有意ではないが，「ビジネ
ス &マーケティング・イノベーション（β＝
0.180, p＝0.01）」に対しては仮説とは逆に正で有
意となった。
　「断水経験割合」は，「製品 &製造プロセス・
イノベーション（β＝0.083, p＝0.30）」「ビジネス
&マーケティング・イノベーション（β＝－0.043, 
p＝0.68）」ともに有意ではなかった。よって，下
記の仮説は棄却される。
　「停電経験割合」が「ビジネス &マーケティン
グ・イノベーション」に正で有意となったのは，
資源の不足に対応することによって，（製品関連
ではなく）マーケティング・プロセス関連の能力
が高まり，イノベーションにつながっている可能
性がある。

　（棄却）Hi8: 資源の制約とイノベーションの発
生には負の相関がある。

　・イノベーションと生産性
　売上高生産性に対して，「製品 &製造プロセ
ス・イノベーション（β＝－0.654, p＝0.01）」は
負で有意，「ビジネス &マーケティング・イノ
ベーション（β＝1.813, p＝0.01）」は正で有意と
なった。よって，前者については下記の仮説は棄
却され，後者については，支持された。先進国を
対象とした研究では，新製品の失敗率は高いこと
が知られている（Cooper 1979; Mishra et al. 1996; 
郷，濱岡 2015a, b; 藤本，安本 2000）。「製品 &製
造プロセス・イノベーション」が負で有意となっ
たのは，このことを反映しているためであろう。

　（棄却 :負で有意）Hi9‒1:「製品&製造プロセス・
イノベーション」の発生と
生産性には正の相関がある。

　（支持）Hi9‒2:「ビジネス &マーケティング・イ
ノベーション」の発生と生産性には正
の相関がある。

　（ 4 ）　輸出とイノベーション
　輸出に関しては，売上に占める直接輸出と間接
輸出の割合を合計して，説明変数とした。この変
数は，「製品 &製造に関するイノベーション（β
＝0.008, p＝0.00）」「ビジネス &マーケティン

　情報化は「製品 &製造プロセス・イノベー
ション（β＝0.666, p＝0.00）」，「ビジネス &マー
ケティング・イノベーション（β＝1.015, p＝
0.00）」ともに正で有意であった。よって，次の
仮説は支持された。

　（支持）Hi4: 組織内での情報化とイノベーショ
ンの発生には正の相関がある。

　・イノベーションと企業の規模・年齢
　log（フルタイム（常時＋一時）雇用者数）と
「製品 &製造プロセス・イノベーション（β＝
0.088, p＝0.00）」「ビジネス &マーケティング・
イノベーション（β＝0.146, p＝0.00）」ともに正
で有意であった。
　よって，以下の仮説は，正で有意であると結論
付けることができる。途上国では意思決定の早さ
よりも資源量の方が重要なのであろう。

　（支持 :正で有意）Hi5: 企業の規模とイノベー
ションの発生には相関がある。

　一方，会社の年齢については，「製品 &製造プ
ロセス・イノベーション （β＝0.002, p＝0.35）」
「ビジネス &マーケティング・イノベーション 

（β＝0.002, p＝0.53） 」ともに有意とならなかっ
た。企業の規模や R&Dの実施などが有意となっ
たことを考えると，単純に操業から年数が経って
いてもイノベーションに必要な知識が蓄積されて
いるとは限らないことを意味する。

　（棄却）Hi6: 企業の年齢とイノベーションの発
生には相関がある。

　・イノベーションの阻害要因
　経営上の障害としての「（規制政策・許可取
得・政治的）不確実性因子」は，「製品 &製造プ
ロセス・イノベーション（β＝1.798, p＝0.00）」
「ビジネス &マーケティング・イノベーション
（β＝2.860, p＝0.00）」は，ともに仮説とは逆に正
で有意であった。よって以下の仮説は棄却された。

　（棄却 :正で有意）Hi7: 経営環境（政策・規制・
政治）の不確実性とイノベーションの
発生には負の相関がある。

　資源の制約としての「停電経験割合」は「製品
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（20.2％）」「新しいマーケティング手法（18.0％）」
は比較的高いのに対して，「新しいロジスティッ
クス（8.6％）」などは低くなっていた。これらを
確認的因子分析することによって，「製品 &製造
プロセス・イノベーション」「ビジネス &マーケ
ティング・イノベーション」の 2つの因子を抽出
できた。これらのイノベーションの発生に関して
は，R&D活動，情報化などの促進要因とあわせて，
世銀データの特徴である，経営環境の不確実性，
資源の制約など阻害要因についても仮説を設定し
た。これらは負の相関を想定したが，「外部資金
へのアクセスの困難さ」「（政治・規制などの）不
確実性因子」「停電の割合」は，それとは逆に正
で有意となった。これは，外部資金を調達したり，
不確実性に直面したときにより能動的に働きかけ
る企業ほど，イノベーションや生産性を高くでき
るためではないかと考えられる。先進国の場合，
イノベーティブな製品を輸出するというパスが重
視されるが，途上国の場合は，これとは逆に，輸
出するために輸出先の水準に製品を改良するとい
う逆の視点が提供されていた。実証結果も，この
ことを支持していた。
　本研究は，これまでの研究で別々に分析されて
きた多様な要因群について，特にイノベーション
と生産性に注目して，それらの規定要因に関する
仮説を設定した。それらを構造方程式によって推
定し，仮説を検定した。このように，一定の貢献
があると考えるが，以下の課題もある。
　まずは，理論的な検討の必要性である。本研究
では多様な要因を考慮したが，一方で各要因がな
ぜイノベーションを促進するのかといった点につ
いての考察は不十分であった。個別の要因につい
て，より理論的な検討が必要である。
　 2点目は実証についてである。世銀のデータは
2008年と2013年の 2時点で測定されているが，イ
ノベーションなど，重要な変数は2013年しか測定
されていないため，クロスセクションでの分析と
なった。次回の調査で，これら項目が測定されれ
ば，パネルデータとして分析することによって，
因果関係か否かについて結論付けることができる
だろう。
　 3点目は他の国との比較である。本研究では，
エジプトに注目してデータを分析したが，135ヵ

グ・イノベーション（β＝0.006, p＝0.02）」とも
に正で有意となった。つまり，下記の仮説は支持
された。

　（支持）Hexp1: 輸出と「製品 &製造に関するイ
ノベーション」「ビジネス &マーケ
ティング・イノベーション」の発生に
は正の相関がある。

　一方，輸出は生産性に関して，10％水準では有
意な相関が得られなかった（β＝0.011, p＝0.12）。
よって，次の仮説は棄却される。

　（棄却）Hexp2i:  輸出と生産性には正の相関があ
る。

6　まとめ

　本研究は，人的資本，女性の社会進出，賄賂，
輸出，イノベーションという観点から途上国を対
象として行われてきた研究を中心に概観し，仮説
を設定した。設定した仮説群を世銀のエジプトに
おける企業データを用いて検定した。人的資本に
関して，従業員の平均教育年数，トップマネジメ
ントの学歴については一部を除いて有意とならな
かった。一方で，トップマネジメントの業界にお
ける経験，R&D教育の実施はそれぞれ生産性や
イノベーションの発生に寄与していた。このこと
は，入社前の学歴よりも，入社の後の経験や教育
によって，生産性やイノベーションの成果を向上
させられることを意味する。女性の社会進出に関
して設定した仮説はすべて棄却された。これは，
調査対象がメーカー中心であり，「フルタイム従
業員」に占める女性の割合が7.8％，トップが女
性の企業も5.5％と，その割合が低いためではな
いかと考えられる。
　賄賂に関しては，「賄賂金額が売上に占める割
合（0.6％）」は高くはないが，「政府とのビジネ
スのうち，どれくらいの割合の取引で支払ったか
（11.5％）」から頻繁に行われていたと考えられる。
分析の結果，賄賂には競争よりは，政治・政策な
どの不確実性が影響し，さらに賄賂と企業のイノ
ベーションには負の相関があることが示された。
　 7 項目のイノベーションのうち，「新製品
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表 4　仮説と検定結果

大分類 分類 仮説 検定結果

人
的
資
本
と
女
性
の
進
出

・事前の教育 Hhc, m1: マネジャーの教育水準と生産性には正の相関がある。 棄却

Hhc, e1: 従業員の教育水準と生産性には正の相関がある。 棄却

Hhc, m2-1: マネジャーの教育水準と「製品 &製造プロセス・イノベーショ
ン」の発生には正の相関がある。 棄却

Hhc, m2-2: マネジャーの教育水準と「ビジネス &マーケティング・イノ
ベーション」の発生には正の相関がある。 支持

Hhc, e2-1: 従業員の教育水準と「製品 &製造プロセス・イノベーション」
の発生には正の相関がある。 棄却

Hhc, e2-2: 従業員の教育水準と「ビジネス &マーケティング・イノベー
ション」の発生には正の相関がある。 棄却

・事後の教育，経験
Hhc, m3: マネジャーの業界経験と「製品 &製造プロセス・イノベーショ

ン」「ビジネス &マーケティング・イノベーション」の発生には
正の相関がある。

棄却

Hhc, e3: 従業員へのR&D教育と「製品&製造プロセス・イノベーション」
「ビジネス &マーケティング・イノベーション」の発生には正の
相関がある。

支持

・女性の進出 Hhc, m4: トップマネジャーの女性の割合と生産性には正の相関がある。 棄却

Hhc, e4: 従業員の女性の割合と生産性には正の相関がある。 棄却：負で有意

Hhc, m5: トップマネジャーの女性の割合とイノベーションの発生には正の
相関がある。 棄却

Hhc, e5: 従業員の女性の割合とイノベーションの発生には正の相関がある。棄却

政
府
と
の
関
係
：

賄
賂

Hcp1: 政治・規制における不確実性と賄賂には正の相関がある。 支持

Hcrp2: 競争の水準と賄賂には正の相関がある。 棄却

Hcp3: 賄賂の水準と生産性には正の相関がある。 棄却

Hcrp4: 賄賂の水準と「製品 &製造プロセス・イノベーション」「ビジネ
ス &マーケティング・イノベーション」の発生には正の相関が
ある。

棄却：負で有意

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

・ イノベーションの
タイプ Hi1: イノベーションはいくつかのグループに大別できる。 支持

・R&D活動と
　イノベーション Hi2: R&D活動とイノベーションの成果には正の相関がある。 支持

・イノベーションの
ための必要資源

Hi3: 外部資金へのアクセスの困難さとイノベーションの発生には負の
相関がある。 棄却：正で有意

Hi4: 組織内での情報化とイノベーションの発生には正の相関がある。 支持

・イノベーションと
企業の規模・年齢

Hi5: 企業の規模とイノベーションの発生には相関がある。 支持：正で有意

Hi6: 企業の年齢とイノベーションの発生には相関がある。 棄却

・イノベーションの
阻害要因

Hi7: 経営環境（政策・規制・政治）の不確実性とイノベーションの発
生には負の相関がある。 棄却：正で有意

Hi8: 資源の制約とイノベーションの発生には負の相関がある。 棄却

・イノベーションと
生産性

Hi9-1: 「製品 &製造プロセス・イノベーション」の発生と生産性には正
の相関がある。 棄却：負で有意

Hi9-2: 「ビジネス &マーケティング・イノベーション」の発生と生産性
には正の相関がある。 支持

輸
出

Hexp1: 輸出と「製品&製造に関するイノベーション」「ビジネス&マー
ケティング・イノベーション」の発生には正の相関がある。 支持

Hexp2: 輸出と生産性には正の相関がある。 棄却
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